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戦前の沖縄の人口は 1920年から 1940年までの 20
年間にほとんど変化がなく 57万人程度で推移してい
た。戦後は 1950年の 69万 9000人から 1970年の 94
万 9000人へと 20年間に 25万人も増加した。これは
戦後の経済規模の拡大による沖縄経済の人口扶養力が
高まった結果であった。これによって同時に経済活動
の担い手である労働力の供給のパイプは戦前とは比較
にならないほど太くなった。戦前の沖縄経済は過剰人
口をかかえ，農業部門への労働就業や海外移民，出稼
ぎなどを余儀なくされていたことからすると大きな様
変わりであった。1960年代に入ってからは経済の高
度成長に伴い労働力需要が飛躍的に増大し，一部に労
働力が逼迫する事態も発生するほどであった。（琉球
銀行 1231頁）本稿では，米国統治下の沖縄における
職業紹介を検討の対象にしている。米国の統治の下で
の職業安定行政の社会経済的な背景に注目しつつ，職
業紹介制度の法的な整備の過程を明らかにしていく。
その上で，この制度が担ってきた米国統治時代の沖縄
の労働市場における機能を吟味することを目的として
いる。
．沿革と背景
1 就業の推移
1946年に，住民に対して農地が割り当てられ，共
同作業による農産物の確保と分配が行われた。この時
期は，軍からの配給が中心であり，商業はまだ興らな
かった。住民のほとんどは農作業と住宅建築に就いて
いた。
1947年に入ると，鍋，釜，茶碗などの世帯道具や
鍬，鎌などの農具を製造する手工業が台頭し，軍作業
も拡大した。一方で，規格住宅の建築作業は下火に
なっていった。
1948年には立入禁止となっていた農耕地が逐次開
放され，農耕作業が増加し，米，甘薯などの供給が増
え，農村景気が現出した。この時期，軍作業，工業，
水産業の従事者も増えたが，労働力の多くは農業生産
に向っていた。この年の 11月には自由経済の法的承
認がなされ，闇取引が公然化した。（琉球史料 144頁）＊ 専修大学商学部教授
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（1）自由経済への移行と軍作業の活発化
1949年になると自由経済への移行を受けて，商業
従事者が著しく増えた。復興建設の活況により土建業
者も増えた。一方で，農産物価格が次第に下落し工業
製品との間に鋏状的な価格差を生じたことから，零細
農家では農業生産を取り止め転職する者も増え，農業
従事者は次第に減少していった。工業でも瓦や煉瓦の
製造，製材，木工等の建設関連の部門は活発となった
が，この頃から日本製品の流入などもあり一般には足
踏みの気配が見られるようになった。
1950年には，冷戦の激化に伴い大規模な基地建設
が始まり，日本業者も交じって軍工事請負業が活発と
なり，農村からこの方面に労働力人口が吸収された。
さらにこの年には，バス，トラック，船舶，食糧配給
等の官営事業が民営に切り替えられ，民間事業が大き
く伸長した。（琉球史料 144頁）
1950年の米軍基地建設工事の開始によって，工事
に就労する労働者が増加していった。基地建設工事に
従事するようになった者のなかには，それ以前，沖縄
本島内において農業に従事していた者が含まれてお
り，農産物価格の低下と基地建設工事の賃金の上昇を
受けて転職した者も少なくなかった。また，基地建設
工事に就労した労働者のなかには沖縄本島出身以外の
者も含まれ，とくに奄美群島からの本島への流入は増
加傾向を続けた。1950年中頃で軍作業従事者 4万人
のうちの約1万3000人は奄美出身者といわれていた。
また，この時期には基地建設工事だけでなく，軍関係
機関や基地内施設，軍請負業者，米軍人家庭などで就
労する労働者が増加し，その職種も多様なものとなっ
ていた。事務系の職種は軍作業就労者の 5％程度にと
どまり，圧倒的に現業員が多く，女性の 3割程度は就
労していた。軍作業の雇用機関には，労務者が住み込
めるようにカンパンと呼ばれる合宿所を設備している
ところが多く，寝具は大体貸与されることになってい
た。この時期には 85カ所のカンパンがあり 1万人余
りの作業員が住み込んでいた。（県労働史 1巻 321頁）
1951年に入ると，軍建設工事がさらに増え，日本
の土建業者 20数社も沖縄入りし，これに参加するな
ど建設作業が活況を呈し，本島，奄美だけでなく八重
山，宮古からも多くの労働者がこの基地建設工事に就
労した。（琉球史料 144頁）
（2）製造業の急伸
1952年になると夏頃には軍建設工事も山場をこ
え，この方面の労働力需要は飽和状態に近づいていっ
た。一方，本島中南部では都市化現象が進み，那覇市
では都市計画事業が始まり，また北部でも恩納から国
頭に通ずる幹線道路の工事が開始され，農村の潜在労
働力がこの方面に振り向けられるようになった。
1953年に入ると，新しく社会に参入する学校卒業
生の増加により労働力人口が増え，職業事情も次第に
窮屈なものになると見られていた。
1954年には，農林水産業が減少し，一方で製造業
が急速に増え，商業，金融業も活発になってきた。こ
の年末から，海兵隊の大部隊の移駐にさきがけて新規
の軍工事が始まり，軍作業における雇用も増加に転じ
た。また軍作業における非琉球人作業員の琉球人への
切替え，経済振興策や移民の実施による労働力人口の
吸収なども考えられていた。（琉球史料 144頁）
（3）不完全就業の実態
1956年当時，琉球の失業率は 1.4％程度であり，数
字の上では完全雇用のように見られた。しかし，琉球
ではこの失業率が低いからといって，雇用水準が高い
と考えたり，経済の状況が安定していると見ることは
できない。琉球では失業者として表面にあらわれるも
のは少なく，都会で失業すると農村へ帰って畑の手伝
いをしたり，行商や内職をやって糊口をしのぐため，
労働力調査では就業者として計上されてしまう。失業
率は必ずしも琉球の経済や雇用のバロメーターとはな
らなかった。（座間味 2頁）
宮古群島の雇用，産業の規模はきわめて小さく，ほ
とんどが 10名内外を雇用する零細企業である。1956
年 5月の宮古労働基準監督署の調査では適用事業場
602件のうち，20名以上を雇用する事業場は 76箇所
にすぎなかった。しかも，そのほとんどが農林水産業
であるので，季節的な雇用の伸縮が著しく，困難の度
合いは大きい。労働力人口は 3万 7900人，就業者 3
万 7800人と，統計上は完全雇用に近いが，就業者の
うち使用従属関係にある労働者の割合は 15％，5640
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人に止まっている。就業者の多くは自営業者または家
族従業者ということになる。これらの自営業者が季節
的に出稼ぎ労働者として，労働市場にあらわれ，ある
いは労働予備軍として，いつでも労働力を供給できる
体制にあるので，労働条件や雇用に大きな影響を及ぼ
すことになる。（金城 15頁）
1957年からの金融引き締めによる輸入抑制，都市
地区の経済不況の影響もあって，1958年に入っても
民間需要は縮小傾向にあり，卸・小売業，その他の
サービス業，製造業での縮小が顕著であり，就職率も
減少し，民間の雇用機会は鈍化した。しかし，日雇と
軍サイドの需要が伸びて民間雇用の縮小が緩和され
た。（琉球の労働 4巻 7号 19頁）
（4）労働市場の急拡大
1960年代の高度成長によって労働市場の急激な拡
大が見られたが，その一方で就業構造も大きな変化を
見せた。1959年から 1972年までのドル経済の下にお
いては第 1次産業就業者が漸減し，第 2次並びに第 3
次産業就業者が漸増し，就業構造が高度化した。これ
らの産業間での移動はもちろん，新規参入した労働力
の多くも卸・小売業やサービス業，建設業へと向って
いった。また就業構造上，自営業主や家族従業員等の
自営業者の漸減に対して，雇用者層が増加傾向をたど
り，1961年以降は全就業者の過半数を占めるように
なった。1972年には自営就業者と雇用者の構成比は
38％対 62％にまで達した。就業者数でも 1959年か
ら 72年にかけて，自営就業者が 10万 7000人減少す
る一方で，雇用者は 9万 4000人増加している。自営
就業者の減少は農林業に多く見られ，雇用者の増加は
非農林業に多く見られた。これは，過剰人口と低生産
性にあえいでいた農業を中心とする自営就業者が，第
1次産業から基地需要の恩恵を受けて肥大化する第 3
次産業の雇用者へと転化していく過程であった。（琉
球銀行 1238頁）
2 職業紹介の端緒
（1）軍による労働力の配置
1945年の段階では，米軍は配給される食糧の対価
として労働に従事させることを打ち出し，収容されて
いる住民を軍作業に動員したほか，その職業について
の調査を指示した。1946年に入ると海軍軍政府内に
総務部労務課が設置され，また沖縄民政府でも，労働
部が労務事務所と連絡をとりながら労働行政を進める
とする規程が出された。8月には軍労務に就業してい
るもの，及び就業を希望するものに関する登録につい
て市町村長あての指示が出されている。米軍の求めに
応じて労働者を配置する業務が中心であった。（県労
働史 1巻 48頁）
1946年 3月，沖縄側の労務部が設置され，軍労務
部と連絡をとって業務を開始した。沖縄側の労務部は
求人業務が主であるが，その他に労働政策，賃金率，
雇用手続などの業務も行う。軍労務部と沖縄側の民労
務部は協力して 5箇所の出先事務所を開設している。
（Summutaion No.1 34） また，沖縄側の労務部の月
例調査によると軍部隊で働いている琉球人は，1946
年 7月の 6591人から 11月には 1万 4291人に増えて
いる。この 11月の琉球人の軍及び民における雇用者
数は 15万 5074人に達し，沖縄戦終了以来の高い数字
を記録する一方，失業者数は 1万 4962人となってお
り，前月比 3600人以上の減少となっている。（Sum-
mutaion No.1 36）さらに，1946年 12月の軍及び民に
よる琉球人の雇用は 17万 632人となった。また，軍
部隊での琉球人の雇用は 12月に 3000人増え，1万
7231人に増加した。雇用可能な琉球人男子の 14％が
軍で雇用されている。軍部隊では，住宅建設，電気修
理，家具製造，運輸，沖仲仕，配管，などの作業に沖
縄人が従事している。（Summutaion No.2 15）
1947年 2月の軍及び民における琉球人の雇用者数
は 18万 9477人に達し，軍部隊での雇用数は 2万 1942
人に増加している。失業者数も 1万 3700人に減少し
た。2月には軍部隊の沖縄人労働者のための家族住宅
200軒が建設され，生活環境の改善に伴い，欠勤者数
が 15％も減少した。また，軍航空隊補給部隊の建物
施設の修理営繕のため沖縄人のみによる部署が設置さ
れた。（Summutaion No.3 38）さらに，10月の軍及び
民における雇用者数は 20万 8769人に達し，軍の沖縄
人雇用者数も 3万 5385人に増えている。失業者数は
減少傾向にあり 3850人でその 7割が女性であった。
（Summutaion No.7 46）
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1948年 2月の雇用者数は 21万 4668人となり，軍
部隊での就労者も 3万 8381人となっている。失業者
数は 2058人となった。（Summutaion No.9 50）
（2）民主的な職業斡旋の始まり
終戦後の労働行政は軍の布告，布令，指令等によっ
て行われたが，これらは軍関係の労働について規定し
たものが多かった。また，労務の供出など戦前の労務
動員業務の状態が暫時続いたが，自由経済への移行が
実現した 1948年頃から労務供出制度は影をひそめ，
民主的な職業斡旋が労務事務所を通じて行われるよう
になった。（琉球史料 216頁）
1949年 10月，沖縄民政府総務部長は各市町村長宛
に軍政府の命を受けて労務異同状況の調査について通
牒（沖総労 409号 1949年 10月 20日）している。こ
の調査では労務対策の樹立に必要な基礎資料の収集を
目的として，沖縄群島に在籍，居住する 16歳以上の
者を対象としているが，学校在籍者は除外されてい
る。この調査では，居所，就業場所，学歴，経験年
数，未就業の場合の理由などが調査された。（琉球史
料 148頁）
1953年，職業安定法の施行に伴って，これまで職
業斡旋の第一線機関の組織は那覇に本所を設置して，
その指導監督の下に各地の出張所を運営してきたが，
職業事情は地域または地区毎に多少異なるので，これ
に対処する必要から組織替えが実施された。これに
よって迅速で連携のとれた業務運営を促進することに
なった。すなわち那覇，コザ，名護の各地に公共職業
安定所を配置し，那覇公共職業安定所の下に与那原，
宮古，八重山の各出張所を，コザ公共職業安定所の下
に具志川，石川，読谷の各出張所を，名護公共職業安
定所の下に渡久地出張所をそれぞれ置くことになっ
た。
職業安定法の施行により，公共職業安定所の業務は
次第に活発化し，また，その窓口業務も市町村や学校
と結び付き，密接な連携と協力が可能な体制となっ
た。那覇公共職業安定所は 1954年 7月に洋館 2階建
ての施設が建築され，琉球政府も職業安定行政の充実
に力を入れるようになった。公共職業安定所の窓口で
取り扱った 1955年 1月中の職業紹介業務の実績は，
新規求職者 2093人に新規求人数 1528人，紹介数 1480
人，就職数は 985人で就職率は 48％となっていた。
（琉球史料 162頁）
3 経済成長と低い失業率
（1）不完全失業者の存在
日本経済は昭和 30年代に高度経済成長を遂げ，昭
和 40年代に入ると企業における労働力不足が深刻に
なっており，経済成長の隘路になっていた。一方，沖
縄経済もこの時期に順調な発展を示し，雇用状況や賃
金水準も改善を示して，住民の生活水準も向上した。
こうしたなかでも労働力供給の圧力は依然緩和されて
いなかった。企業の設備投資は労働生産性を高めたた
め，この労働力供給を吸収するだけの十分な雇用は存
在しなかった。統計上，失業率は 1％程度で推移し，
完全雇用のような外観を呈していたが，他に約 3万人
の不完全失業者が存在すると見られていた。（大島 45
頁）
1967年当時，沖縄経済の成長は目ざましく，労働
力人口は 42万 3000人となり，前年よりも 1万 1000
人も増加した。雇用者も同じく 1万 5000人増え 21万
人となり，自営業者及び家族従事者の数をこの年初め
て上回った。1967年の就業者総数は 40万 9000人で，
これを産業部門別にみると，第 1次産業は 13万 7000
人で前年よりも 8000人減少した。一方，第 2次産業
は7万1000人で1万2000人もの著しい増加を示した。
第 3次産業は着実に伸び，8000人も増えて，全就業
者の半数近くをこの部門で占めるに至った。同時期の
日本本土における産業別の就業者数の割合は第 1次産
業が 24.2％，第 2次産業が 32％そして第 3次産業が
43.8％となっていた。
1967年の労働事情は，その需給面において相当逼
迫したが，一部において過剰の面も見られ，また，他
方では不足であるといった面が随所に見られる。求人
数に対する求職数の割合を示す充足率は年々低下して
いた。職業別の需給状況からは，職種による求人求職
のアンバランスが目立つ。事務職では求職倍率は 4倍
以上になっており，高校卒業者の多くが事務関係職業
を希望する傾向が強いことによる現象と見られてい
た。一方で，販売，技能工，生産工程従事者及び単純
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労働者が不足していた。（沖縄の労働市場 1頁）
（2）軍関係雇用のプレゼンス
軍雇用者は布令 116号の適用をうけるものと，その
他の雇用者から構成されている。前者は第 1種から第
4種にまで分けられ，米国政府割当資金による雇用
者，米国政府非割当資金による雇用者，軍請負業者に
よる雇用者などがこれにあたる。後者は基地内特免業
者による雇用者，軍人軍属との個人契約による家内雇
用者，米軍に附属する団体による雇用者などである。
米国民政府の資料（USCAR，Factbook）によると
1969年 11月の時点で軍雇用者の総数は 5万 711人と
なっている。また，軍雇用者が年々に稼ぐ所得額は
6700万ドルに達し，琉球の国民所得に占める雇用者
所得のうちの 18.4％を構成している。それだけに沖
縄経済に占めるプレゼンスは大きい。（琉球の労働 16
巻 1号 8頁）
1969年の沖縄における新規求人を産業別に見る
と，製造業が最も多く 5453人となり，次ぎに軍作業
が 5438人となった。製造業の求人が軍関係作業を上
回ったことが特徴的である。軍関係作業は，これまで
新規求人のうちで最も多い比率を占めていた。しか
し，1966年に 54.1％であったものが逐年減少し，こ
の年には 32.4％にまで落ち込んだ。これに対して製
造業の求人は 1966年の段階では全体の 14.3％であっ
たのが，以後毎年増え続け 1969年には 32.6％を占め
るに至った。（県労働史 3巻 388頁）
（3）非労働力人口の増大
1969年には，1961年以降増加が続いていた非労働
力人口が，前年よりも 9000人増えて初めて 20万人を
こえた。非労働力人口の増加の背景には「仕事がな
い」のではなく，「通学」や「家事」などによってい
た。非就業の理由も通学が前年より 6000人も増え，
家事も 4000人増えている。高校の新設や定員増，一
人当たりの所得の増加によって，世帯主の所得のみで
生活が可能となるケースが増えるなどの変化によるも
のであった。（県労働史 3巻 375頁）
1970年，沖縄の総人口数は 94万 9000人となって
いたが，これまでの人口の増加が初めて前年比 9000
人減少した。人口の増加が鈍った背景には本土への人
口流出があった。1970年の自然増加数が 1万 6700人
であったのに対し，社会的増減では出域者数が入域者
数を 1万 6100人上回っていた。社会的増減の減少幅
は，1969年の日米共同声明以降，軍雇用員の大量解
雇や復帰不安による民間企業の求人手控えなどで，沖
縄における労働市場が縮小したことと，本土からの求
人活動が活発に行われていたことが影響していた。
（県労働史 3巻 472頁）
．職業紹介法制の整備
1 職業安定法制定以前
琉球の労働行政は主として戦後，米軍の布告や布令
に基づいて行われてきた。これらの布告や布令のほと
んどは軍関係の事業場や軍作業に適用されてきたもの
である。民間の事業場には，ニミッツ布告（米国海軍
軍政府布告第 1号）の 2条により日本の行政権が停止
されたが，その 4条で住民の慣行並びに財産権を尊重
し現行法規の施行を持続するとして，布告，布令，指
令と抵触しない範囲内で，日本の旧労働法規である工
場法や労働者災害扶助法，職業紹介法等が適用される
ことになっていた。しかし，これらの旧法規は民主的
でないところもあって実際上その執行が困難なところ
もあった。（琉球労働要覧 223頁）
（1）海軍軍政本部指令 143号
軍政府副長官ロイアル・ファーマンは1946年3月，
南西諸島米国海軍軍政本部指令 143号を発令し沖縄労
務部の設置を指示した。この沖縄労務部は軍総務部労
務課の下に置かれ，業務課と企画課から構成されてい
る。この業務課は沖縄住民のうち 15歳以上のすべて
の稼働者の登録を行うとともに，労務者の熟練に関す
る証明を与え，また軍政府労務課の求めに応じて労務
の割当を行うことなどがその職務とされていた。企画
課は全島にわたり行政上，必要となる技術及び統計資
料の整備を図るとともに，定期的に就業及び失業の記
録・分析を行い，また，労働需要に応じた労務者の訓
練計画の改善を図ることなどがその職務とされた。
（琉球史料 160頁）
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（2）「職業紹介規程」
1946年 5月沖縄知事志喜屋孝信は沖縄民政府布令 1
号により職業紹介規程を定めている。その 1条では，
職業紹介事業は軍政本部の指揮監督の下に沖縄労務部
が管掌して，市町村がこれを実施することとされてい
る。また，3条では職業紹介事業の目的として，適材
適所に就職の斡旋をし，社会の福祉増進をはかること
にあるとしている。さらに 4条では求人者の自由雇入
または求職者の自由就職を禁じ，市町村の行う職業紹
介事業によるものとしている。5条では，求人の申込
みは就職地を管轄する市町村に行い，また，15歳以
下の者の雇用を禁じている。8条では求人の申込みが
あった時には直ちにこれを求人カードに登録すること
とし，特別の事情により他の市町村に求人連絡を必要
とする場合，直ちに当該市町村に通報するものとして
いる。10条では，求人申込みの内容について不適当
な場合にはこれを受理しないものとし，また受理した
後でも不適当と判明した場合はこの受理を取り消すこ
とになっている。12条では，求職の申込みはその居
住地を管轄する市町村に出頭し，求職カードに記入す
ることによってこれを行うこととしている。他市町村
への就職を希望する場合は斡旋連絡を当該市町村に行
う。15条及び 16条では，不調の場合の求人並びに求
職の開拓について規定している。18条では，職業紹
介は求職者の現況と家庭事情等を参酌し，また，求人
者の事業緊要度に従い，優先すべきものからこれを行
うものとしている。19条では，職業紹介にあたって
は求職者に対し紹介状を交付してこれを行うことに
なっている。21条では，求人者が市町村から求職者
の紹介を受けた時はその採否を通報すべきものとして
いる。23条では，市町村長は沖縄労務部長に職業紹
介に関する取扱い状況，その他これに関する報告を行
うものとしている。（琉球史料 161頁）
（3）「職業能力調査規程」
同じく 1946年 5月，沖縄知事志喜屋孝信は沖縄民
政府告示 2号の 1により「職業能力調査規程」を定め
ている。この規程は労務対策の基礎を確立するととも
に，その円滑な運営を図ることを目的としている（1
条）。職業能力に関する事項の調査は，沖縄に居住す
る 15歳以上の住民の内，学校在学中の者を除いてす
べて実施する（2条）。この調査は毎年 4月 1日現在
で住所，氏名，生年月日，学歴，職業，世帯，賃金な
どの事項について市町村長が実施する（3条）。この
調査が完了した場合，市町村長は職業能力台帳を作成
し沖縄労務部長に報告する（4条）。市町村長は技能
者に該当するものについては技能証を交付する（6
条）。この技能証の交付を受けた者は技能検定の申請
をすることとされている（8条）。検定の結果，技能
程度の級付を受けた場合，その旨を市町村長に届け出
るものとされている（9条）。調査事項に異同を生じ
た場合は市町村長に届け出るものとされている（10
条）。市町村長は異同の状況を月毎に沖縄労務部長に
報告するものとされている（12条）。（琉球史料 162
頁）
（4）米国軍政府特別布告 24号「労務と雇用」
住民に対する職業紹介の業務は，占領初期は米軍に
対する労働力の提供という形で行われたが，1947年
の特別布告 24号の施行以降は，各地区の労務出張所
が登録カードに基づいて軍の必要とする労働力を提供
する制度が整えられた。（県労働史 1巻 59頁）
1947年 10月，米国軍政府は特別布告 24号「労務
と雇用」を公布，施行した。この布告はこれまでの労
働関係の個別の指令や通達のをまとめたもので，具体
的には，就労可能なものは労務事務所へ登録し，労務
カードを受け取るべきこととし，労務カードを持たな
いものの雇用禁止などを定めている。翌 48年 2月，
米国軍政府はこの特別布告 24号を改正し，労働者の
登録を義務ではなく希望によるものとした。（県労働
史 1巻 49頁）
特別布告 24号はその冒頭において「雇用者，被雇
用者とも不公平な労働力の使い方をなすことを防ぎ，
公平な労働標準の樹立を促し，さらに琉球列島におけ
る人の雇用を安定させる」としており労務の配置を計
画的に行うことを目的の一つとしていた。（琉球史料
210頁）
米国政府特別布告 24号は軍政府長官ヘディンによ
り公布されたが，その 2条により被雇用者と雇用者の
相互の利便を図るために 1948年 1月，各地に労務出
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張所が設置された。15歳以上 65歳までの男女は最寄
りの労務出張所に就労の希望を登録することができ
た。（琉球史料 173頁）
特別布告 24号「労務と雇用」により那覇，コザ，
石川，名護にも労務出張所が設けられ，主として軍関
係作業者への職業斡旋が行われた。1953年には那覇
に労務事務所が置かれ，その出張所が与那原，コザ，
具志川，石川，読谷，名護，渡久地，宮古，八重山に
設置され，住民の就業保護の促進が図られた。（琉球
史料 162頁）
（5）米国軍政府布令 7号「琉球人雇用規程」
1950年，米国軍政府は，軍が沖縄人労働者を多数
雇用して大規模な恒久的軍事基地の建設工事を開始す
るにあたって，布令 7号「琉球人雇用規程ならびにそ
の職種及び俸給賃金表」を発した。これは軍事基地建
設工事に沖縄本島以外の地域の人々を含む多数の人員
を就労させることに対応した措置であった。（県労働
史 1巻 51頁）
2 「職業安定法」
（1）職業安定法制定の目的
琉球では 1947年以来，労務事務所が設けられ，主
として軍関係の作業場への職業紹介の業務を行ってき
たが，労働三法の制定などにより労働に関する社会一
般の関心も次第に高まってきたため，従来から行って
きた労務事務所の職業紹介の業務に法的裏付けを与
え，さらに進んで住民の職業の確保を期するために，
1954年 10月職業安定法が施行された。職業安定法は
その 1条で立法の目的を明らかにし，これを達成する
ための基本方策について規定している。その目的の第
一点は，各人にその有する能力に適した職業につく機
会を与えることによって職業の安定を図ることであ
り，その第二点は，工業その他の産業に必要な労働力
を充足して経済の興隆に寄与することとなっている。
この二つの目的は相互に密接な関係を有しており，一
方の目的の達成は他方の目的の達成に資することにな
る。各人がその生活の基礎である職業に安定性を得る
ためには，その人格を尊重されつつ，その能力に最も
適合した職業につくことが必要で，適切な職業につく
ことができれば労働者の無益な移動はなくなって，産
業界は安定した労働力を充足することができ，琉球経
済の興隆に寄与することができる。このように労働者
の職業の安定と産業の労働力充足による経済の興隆は
有機的一体をなすものであり，職業安定法の立法目的
はこれを達成することにある。このために従来の労務
事務所は「公共職業安定所」に切り替えられ，公共の
奉仕を意図して関係政府機関や関係各種団体の協力の
下に，強力に住民の保護という政策遂行に努力すべき
ことが規定されている。この立法の施行により職業紹
介の業務が強化されるだけでなく，職業の指導や補導
その他職業安定に関する施策が一段と押し進められて
いくことになった。（琉球労働要覧 226頁）
（2）職業安定法の概要
職業斡旋制度に関する法規は戦前の職業紹介法に
従っていたが，1954年 10月，戦後の日本法に倣って
職業安定法が施行された。この職業安定法の概要は以
下の通りである。
職業安定法は，労働の民主化を根本精神としてお
り，労働者の基本的人権を尊重し，労働者の自由と権
利を確保することにより，産業の興隆を図ろうとして
いる。すなわち，労働者の自由な意思に基づく民主的
な職業斡旋制度の確立や，労働者募集方策の規制，労
働者供給事業の規制に見られるように，労働者の基本
権保障を通じて旧来の労働関係に代わる新しい労働秩
序を確立し，国家建設の基盤となる産業の興隆を図ろ
うとしている。労働力は，本来その保持者である労働
者を離れては存在し得ないものであって，これを単な
る商品として取り扱うのは妥当ではない。産業の興隆
は，労働者の人格的自由を保障した高度の労働生産性
の基礎の上に確立するものであり，経済の民主化の前
提である労働の民主化が先ずもって遂行されなければ
ならない。職業安定法は労働三法とともに労働民主化
の一翼を担うものであった。
職業安定法は，職業選択の自由の理念によって一貫
されている。労働者に職業斡旋をする場合はもちろ
ん，産業に必要な労働力を充足する場合も労働者の自
由意思が尊重されなければならず，国家の権力的労務
配置のようなものは厳に根絶されなければならない。
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個人の自由な意思を尊重して職業の安定を図るもので
ある。法 2条が宣言している職業選択の自由の原則
は，能力にふさわしい職業につく機会を与えるとする
法 1条の規程と同様な趣旨であり，職業安定機関の行
う職業紹介，職業指導及び職業補導についてだけでな
く，職業安定機関以外のものの行う職業紹介，労働者
の募集及び労働者供給事業にも一貫して流れている根
本思想である。
職業安定法は，公共奉仕の精神を強調している。職
業安定行政は沿革的には社会事業として発足したもの
で，住民に対するサービス的な性格を強く持ってい
る。動員，徴用のように住民に対して権力的な強制を
加えることは職業安定行政の趣旨に反する。政府の行
政機関はすべて民衆の機関であり公共に奉仕すべき存
在であるが，なかでも公共職業安定所その他の職業安
定機関は強くこの性格を持たなければならない。
職業安定法は，科学的職業安定行政の確立を目指し
ている。職業安定行政の本質は労働行政の一環として
労働の民主化を確立するとともに，経済興隆の原動力
となるところにあり，そのために職業安定行政は一貫
した科学的基礎の上に行われる。
このような特色を持った職業安定法によって，職業
安定行政は法的な裏付けを与えられ，職業の紹介，指
導，適性検査，職業補導，学校との協力による新規卒
業生の職業斡旋，監督訓練，労働者供給事業の禁止等
が行政面にあらわれてきた。（琉球史料 162頁）
（3）日本法との相違
国家社会の発展は人の力が十分にそのところを得て
発揮されて初めて達成される。社会の住民の持つ力，
すなわち労働力を有効かつ能率的に活用できる体制を
構築し，生活水準の向上と社会的進歩をもたらすよう
に職業安定法は立法されている。それは社会公共の福
祉増進に政府が明確に奉仕することを明らかにしたも
のである。
琉球の職業安定法は日本法に準じたものであるが，
琉球の現状をふまえ組織機構の拡大よりも実質面の強
化という観点から「職業安定審議会」を置かず，業務
運営にあたって公聴会方式等の方法をとることになっ
た。また「公共職業補導所」についても技能者や特殊
技術者の需給状況から，これを必要が生じた時に設置
できるようにしている。
職業安定法の施行により労務者募集や職業紹介事業
が規制されることになり，労働者に対する中間搾取が
抑制され，労働者の保護が強化されることになる。
（琉球の労働 1954年 9月 48頁）
立法院の決議と米国民政府の承認を経て，1954年 8
月 3日「行政府事務部局組織法の一部を改正する立
法」の公布によって労働行政を担当する労働局が新設
された。続いて同年 8月 20日「労働局組織規則」が
制定され，労働局に職業安定課と支分部局として公共
職業安定所が置かれた。職業安定課は職業安定法の施
行や失業対策をつかさどる課として誕生した。また，
公共職業安定所は職業紹介その他職業安定行政の第一
線の窓口業務を担当し，住民の就業保護を任務として
いる。（琉球史料 222頁）
（4）身障者の職業紹介
身体障害者の職業紹介は，職業安定法の規程により
1966年 9月，特別の取扱い要領を定め，これに基づ
いて身体障害者の任意登録を実施し，雇用の促進が図
られた。求職登録者は 52人であったが，この年の紹
介件数は 2件，就職者は 1人に止まり，職業紹介状況
は極めて低調であった。このため，身体障害者に対す
る雇用主の理解や身体障害者自身の就職意識を高めて
いくよう努力すべきことが確認された。（県労働史 3
巻 166頁）
1968年 12月末時点の身体障害者の登録数は 208人
で，前年より 54人増えていたが，依然として少な
かった。このうち就職したものは 14人で，その職種
は，縫製工 5人，労務 3人，時計修理 2人，漆器工，
靴修理，ハウスボーイ，メイドが各 1人であった。
（県労働史 3巻 308頁）
（5）非琉球人の雇用
米国施政権下の沖縄においては，高等弁務官布令
11号「琉球政府における外国人の投資」に基づいて
制定された規則 112号「非琉球人の雇用に関する規
則」によって非琉球人の雇用が許可されていた。1966
年から 71年にかけて毎年 1000人以上の外国人及び本
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土労働者の雇用が許可されていた。これらの労働者を
受け入れたのは，多くは砂糖きび農家や製糖，パイ
ナップル缶詰の工場などであった。これらの農家，工
場では季節的，一時的に多量の労働力を必要とし，離
島を中心に労働力が不足していたためである。また，
その多くは中華民国（台湾）から受け入れていた。な
お，日本本土の入国管理行政では外国人の単純労働力
の受入れを行っていなかったが，復帰の際の特別措置
として砂糖きび収穫，パイナップル季節工の受入れが
暫定的に認められた。また，台湾との国交断絶に伴い
韓国からの労働者の受入れが 1977年まで続けられ
た。（県労働史 3巻 73頁）
3 緊急失業対策法
（1）失業の意味
失業は労働者の生活を困難にし，これを放任すれば
生活が益々困難となり場合によって飢餓に通ずる。そ
の失業が当人の怠惰などの特別の事情によるものでな
い限り，適当な職業を与え，また，その最低限度の生
活を擁護するように努力しなければならない。また，
失業は国家的に見て貴重な労働力を無駄に寝かしてお
くことを意味する。失業による生活の困窮は犯罪の増
加を招き，治安を悪化させ社会不安をかきたてるおそ
れも生じる。
労働の意思を持っていることが失業の第一の要件で
あり，怠惰で投げやりで就職に熱心でない場合は先ず
心構えの入れ替えが必要となる。第二に，労働をする
だけの能力があることが必要である。これは社会にお
いて職業と認められる何らかの労働に就きうる者であ
ることが必要である。技術革新などにより今までの技
能が不用となって失業する場合は，職業補導などによ
る新技能の修得が必要となる。これらの労働の意思と
能力という二つの要件を満たしているにもかかわらず
適当な職業に就きえない場合が失業である。（座間味
2頁）
（2）法案の提案理由
1956年 4月 13日，緊急失業対策法案（1956年立法
案第 1号）の第 1読会においてに儀間文彰は次のよう
に提案理由を説明している。経済政策の実施によって
雇用量の拡大という効果をあげるには比較的長い期間
を要する。従って失業問題が経済政策によって根本的
な解決がなされ，雇用の安定が実現されるまでの橋渡
しとして，一時的多量の失業発生に対処し，できるだ
け多数の失業者を吸収し，その生活の安定を図るとと
もに経済の興隆に寄与することが必要となる。さらに
軍関係の一般労働力需要量は既に固定し，新規雇用の
見込は薄い。このような状勢に対処して，強力な失業
対策を樹立し，社会不安の除去と一般労働者の生活の
安定を図り最低生活を保持し，経済の興隆に寄与する
ことは誠に緊要なことである。
緊急失業対策法案は多数の失業者の発生に対処し
て，失業対策事業及び公共事業にできるだけ多数の失
業者を雇用し，その生活の安定を図るとともに経済の
興隆に寄与することを目的としている。失業対策事業
は，公共事業における過去の失業者吸収の実績に鑑
み，将来において失業状勢に対処し失業者吸収を主た
る目的として，行政主席の樹立する計画により実施す
る。この事業は深刻な失業状勢に対処して実施するも
のであることから，その性質として多くの労働力を使
用するものであることなどの要件を定め，また，その
実施に関しても行政主席は常時失業状勢の調査分析を
行い，失業対策事業の計画を予め樹立し，その事業種
目を決定し，失業対策事業の実施の準備を整えてお
き，具体的な事業の施行については行政主席がその開
始及び停止を定めることとしている。失業対策事業に
使用する労働者は公共職業安定所の紹介する失業者を
使用することとなっている。〔第 8回立法院議会（定
例会）会議録第 3号・公報号外 1956年 4月 21日〕
（3）法案の概要
法案は公共事業における失業者の吸収活用の方法を
規定しており，公共事業の事業主体が，その実施する
事業について行政主席の定める失業者吸収率に達する
数まで，これを公共職業安定所の紹介により常に雇入
れ使用していなければならないこととして，公共事業
の失業対策としての任務を明らかにしている。公共事
業の事業主は各四半期毎に使用予定人員を所轄の公共
職業安定所長に通知し，これに基づきできるだけ多数
の失業者紹介，斡旋が行われるようにする。
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事業に対する監督は，直接の事業面に対する監督で
はなく，あくまでも失業者の吸収活用の面からの監督
に限っている。従って罰則についての規程はなく，た
だ失業者吸収率の定められている公共事業の事業主体
が理由なくその吸収率のままで失業者の雇入れを拒ん
だ場合等のように，本規程に違反した場合には公共職
業安定所の報告に基づいて，行政主席が所要の措置を
講ずるよう規定するとともに，失業対策事業について
は補助金の返還等，必要な監督の措置を講ずることと
している。
緊急失業対策法案は職業安定法 4条 2号にその精神
を発しており，同条 2号は失業者に対し職業に就く機
会を与えるために必要な政策を樹立し，その実施に努
めることを謳っている。この規程を根拠にして，今後
予想される失業問題に対処するために失業対策事業を
おこし，公共事業に対して極力失業者を吸収すべき策
をたて，これを強力に実施しようとするものである。
この緊急失業対策法案は，これを実施するための一つ
の法的措置である。職業紹介の促進という積極的な失
業対策と失業保険は密接に結びついているのであり，
失業者のその能力に最も適当する職業に就かしめるこ
とが第一義の目的である。職業安定所の調査によると
1955年において，このような法の裏付けがなく公共
職業安定所の窓口から公共事業に吸収された失業者数
は約 3000人といわれている。〔第 8回立法院議会（定
例会）会議録第 3号・公報号外 1956年 4月 21日〕
（4）法案の費用対効果
立法院議員下里恵良は次のような質疑を行ってい
る。琉球政府の財政は相当に窮乏しているが，500万
円という経費を使ってまで失業対策事業を興し失業者
を吸収しなければならないほど，琉球の失業問題は差
し迫っているのか。琉球では極東地区軍事基地建設に
多額の建設費が投入されており，雇用される住民の数
も多いはずであり，自分で本当に働く意思があれば失
業対策事業に吸収される以上に仕事はあるのではない
か。
これに対して，儀間文彰は以下のように応答してい
る。公共事業は公共投資によって行う事業であり，そ
の性格からして生産性と技術性を高めて事業効率を最
大にする必要がある。公共事業だけに，いたずらに失
業者を吸収することは，公共事業本来の使命を損なう
ことになる。また，財源の面に関していえば失業は産
業経済の変動によって生ずるものであり，労働者の個
人的な努力で回避できるものではないので，これを労
働者の責めに帰すわけにはいかない。失業対策は重要
な政府施策であり，可能な限り予算を計上してこれを
行わなければならない。〔第 8回立法院議会（定例会）
会議録第 3号・公報号外 1956年 4月 21日〕
4 海外への職業紹介取扱い要領
（1）本土就職適正化の要請
1950年代後半，日本本土と沖縄の一体化に反対す
る姿勢をとっていた米国民政府は，1958年には公共
職業安定所を通じた本土企業への就職を阻もうとする
動きを示した。民政長官であるライマン．M．レム
ニッツァは琉球政府主席当間重剛に書簡を寄せ，本土
への青少年の送り出しをしないように指示し，本土就
職が決定した者のパスポート発給を保留にした。米国
民政府がこのような動きに出たのは，本土就職をした
少年少女が職場に馴染めず，ホームシックにかかって
帰省を訴えたという新聞報道などを根拠として，「日
本に行けば虐待される。保護の手も届かない。沖縄を
管理するアメリカとしては手放しではおられない。」
と考えてのことであった。琉球政府の反論と日本政府
の働きかけなどもあり，この時はパスポートが発給さ
れた。
1958年 12月，琉球政府労働局，文教局，沖縄教職
員会，沖縄経営者協会など関係諸団体が集まって「本
土就職協力促進会」が発足した。これは，青少年の本
土就職促進のための広報，就職者の激励，就職者父兄
との連携，就職者との文通，職場訪問による定着指
導，本土における労働市場の開拓，就職者の本土送り
出し前の補導訓練を具体的な事業とする団体であっ
た。（県労働史 3巻 826頁）
1963年，キャラウェイ高等弁務官は直接統治と離
日政策の推進の観点から，労働行政において本土就職
を問題視しその中止を指示した。同年 6月，米国民政
府は琉球政府に対し，キャラウェイ高等弁務官の命令
として，18歳未満の沖縄青少年の海外での就職の中
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止を指示してきた。その理由として米国民政府労働部
長は，①送り出されている職場は低賃金であり苦しい
労働を強いられている，②勉学や技術訓練ができな
い，③中卒者を家族から離すのは可哀相である，④沖
縄経済は成長しており労働力を吸収できる，⑤外資を
導入して沖縄において産業を興すべきである，の諸点
をあげた。
本土就職を推進してきた琉球政府はこれに反論を加
え，米国民政府との折衝を行った。この結果，これま
で通り日本本土への中高卒者の送り出しを続けること
が確認されたが，米国民政府は琉球政府に対して，就
職者の健康管理，就労先の労務管理や福祉管理を調査
し，青少年の保護に万全の措置をとることを指示し
た。（県労働史 2巻 610頁）
（2）「海外への職業紹介業務取扱い要領」
1964年 3月，それまで米国民政府から様々な問題
があることを指摘されていた本土就職について，その
送り出し業務などについての要領が定められた。これ
は「海外への職業紹介業務取扱い要領」と題された琉
球政府の訓令で，本土からの求人内容についての
チェック，求職者の選定についての指導，就業後の指
導などを労働局が行うことや，業務内容について米国
民政府に報告を行うことを規定したものであった。
（県労働史 2巻 677頁）
これは，琉球政府行政主席訓令 6号「海外への職業
紹介業務取扱い要領」として制定され，本土就職の適
正化を図ることになった。この訓令は，琉球内での適
職就業困難な青少年に海外での就職の機会を与えると
ともに，青少年の教養と技能の修得を容易ならしめ，
海外における優良な事業所を選択し，もって，青少年
の保護と労働福祉の向上を図ることを目的としている
（1条）。また，求人の選定にあたっては，事業所は技
能訓練，通学（定時制，通信教育等）または教養学習
の機会を積極的に与えることにつき配慮されているこ
ととし，教育の機会均等の理念の確保を求めている
（3条 9項）。求職者の選定にあたっては申込を受理さ
れたものから厳選し，必要な指導を行うものとしてお
り，その基準の一つとして求職者が有している技能経
験等からみて琉球内において短期間に就職しうること
が可能であると認められないものであることをあげて
いる（5条 2項）。また，琉球政府労働局長は米国民
政府に対して，海外への職業紹介業の取扱いに関して
随時報告するものとされていた（11条）。（琉球の労
働 10巻 3号 46頁）
（3）適正化の背景
本土への集団就職については，米国民政府は，送り
出しや就労先の労務管理などを徹底させる姿勢を示し
た。1964年 3月，琉球政府によって「海外への職業
紹介業務取扱い要領」が定められたが，そこでは求人
内容や労働条件について米国民政府へ報告することと
され，本土から入域した求人者も，米国民政府労働部
長に旅行日程を提出し，面接を受けることが義務づけ
られた。（県労働史 2巻 679頁）この背景には，本土
における求人難が深刻化し，新規学卒者が「金の
卵」，「ダイヤモンド」，「月の石」とまでいわれた状況
のなかで，職業安定所を通さない本土就職斡旋の弊
害，労働条件を偽り甘言を用いて本土企業への就職を
あっせんする事例も目立つようになってきたという事
情があった。1964年 3月の琉球政府訓令 6号「海外
への職業紹介業務取扱い要領」は，琉球内での適職就
業困難な青少年に海外での就職の機会を与えるととも
に，青少年に教養と技能の修得を容易ならしめ，海外
における優良な事業所を選択し，もって青少年の保護
と労働福祉の向上を図ることを目的とするものであっ
た。企業側の「青田買い」などの無秩序な求人を規制
するために，新規学卒者の求人について，企業側によ
る沖縄の各学校訪問は 9月以降とし，進路担当の教職
員にはこの時点で説明を行い，採用決定は翌年の 2～
3月の段階で行うよう指導が行われた。（県労働史 3
巻 826頁）
5 「軍関係離職者対策要項」
1969年 12月米軍当局は米国内外の軍事費支出の節
減の一環として，米国人，第三国人を含む在沖縄米軍
従業員のうち 1900名ないし 2800名を 1970年春まで
に解雇すると発表し，その翌日から 1540人にのぼる
大量解雇を開始した。軍事基地における大量解雇は状
勢の変化によりありうることではあるが，それに対す
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る準備や対応の時間もないままに行われた大量解雇
は，社会的な影響が大きく住民に大きな不安を抱かせ
ることとなった。
このため琉球政府は軍関係離職者対策を最重要施策
とし，失業保険法及び軍関係離職者等臨時措置法を円
滑に運用することにより，再就職の促進，就職指導，
関連する各種給付金の支給等により離職者の生活の安
定を図ることにした。1970年 1月には行政副主席を
長とし，各局長を委員とする「軍関係離職者等対策協
議会」を設置し，関係機関等との連絡を密接にして状
勢分析を行うとともに，対策要項を作成し，緊急的並
びに継続的な軍関係離職者対策を展開することになっ
た。
軍関係離職者対策要項では，日米両政府の積極的な
援助と協力を得て，離職者の就労を保障し，生活不安
を除去し，あわせて社会不安の緩和に特段の努力を傾
注することが喫緊の要務であるとして一連の施策を展
開するとしている。このうち緊急対策として 4項目が
あげられている。①離職者を対象とした実態調査，意
向調査を早急に実施し，適職斡旋に備える。調査の実
施にあたっては米国民政府の協力を得て迅速に行う。
②離職者の再就職の促進を図る。このため軍施設の適
当な場所に，離職者臨時職業相談所を開設し，再就職
や職業訓練に関する相談に応じるとともに，失業保険
の受給手続や各種手当に関する指導を行う。また職業
安定行政の機能を動員して，商工会議所，工業連合
会，経営者協会，産業団体等に協力を要請し，その
際，調査で得られた離職者の求職情報等を提供し，迅
速な求人開拓につとめる。さらに雇用主懇談会を開催
し離職者の再就職に関する需給調整を円滑に実施でき
るようにする。民間企業だけでなく官公庁へも優先雇
用を要請する。離職者を公共事業，失業対策事業へ吸
収するため優先的な予算措置を講じる。那覇及びコザ
の公共職業安定所に軍関係離職者に関する業務を担当
する課を設置し，就職促進指導官を増員し離職者の就
職を促進する。離職者を対象とした職業訓練を実施す
る。③失業保険給付事務の円滑な処理運営を図る。こ
こでは公共職業安定所の窓口における再就職指導及び
斡旋業務と社会保険事務所における失業保険の認定，
給付事務の連携を密にして円滑な運営を図るための適
切な措置を講じる。④軍関係離職者等臨時措置法の適
正運用をはかる。日本政府からの積極的な技術援助，
財政援助を受けて，特別給付金を含む諸手当の適正給
付をはかるとともに，その他の援護措置を講ずる。
（琉球の労働 16巻 1号 1頁）
．職業紹介の実態
1 職業安定行政の展開
（1）職業安定行政のスタンス
1952年以降，軍関係の労働者については，米国民
政府は現地の労働者を採用することを原則としてお
り，琉球政府も沖縄経済復興のためとドル獲得の観点
からも，積極的に軍関係の職業紹介業務を展開してい
た。一方で，技能労働者の不足から日本本土や外国か
らの労働者の採用も行われており問題となっていた。
琉球政府は米国民政府との協議を経て軍関係の職業紹
介業務の強化を打ち出した。（県労働史 1巻 409頁）
1953年 9月，行政主席は立法院での政務報告にお
いて，職業安定行政面では，1952年中に求人 1万 914
人，求職1万7306人，斡旋1万1368人の実績を示し，
住民の就職保護に努めていると報告している。（1954
年度行政主席政務報告）また，1956年の立法院議会
定例会において，労働法及び職業安定法の円滑な施行
を推し進め，民主的労働組合の育成助長，労働条件の
向上と就業保護に努力し，さらに雇用対策として経済
振興計画をもって努力することになっているが，当面
の失業対策としては，職業補導事業を拡充して軍民事
業場に対する雇用の促進を図るほか，失業者の公共事
業に対する吸収率を高め，別に失業対策事業を計画実
施して雇用機会の増大に努めたいとしていた。（第 8
回立法院議会定例会質問第 4号に対する回答 1956年
5月 31日）
また，1958年の立法院議会定例会で行政主席は，
労働行政の整備強化に重点を注ぎたいとして，労働行
政機構の中に失業対策審議会を設置し，労働行政に科
学的，客観的基礎を与えることによって労働行政の合
理的運営を図り，さらに職業安定の面では，現下の失
業状勢に対処すべく，職業安定機関を強化して，職業
紹介機能の充実を図り，かつ職業補導事業の拡充に努
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める他，緊急失業対策法に基づく，失業対策事業を有
効適切に実施して，民生の安定に寄与したいとしてい
た。（第 10回立法院議会定例会に対する行政主席メッ
セージ 1958年）
（2）職業の安定と産業の育成
行政主席は 1962年の立法院議会定例会へのメッ
セージの中で，住民の就業保護対策として，新規学卒
者の本土就職の促進，緊急失業対策事業の実施による
失業者の吸収，労働市場の需要に対応した職業補導及
び職業斡旋の充実による雇用の促進と増大を図る施策
を行い，もって現下の雇用事情に対処するとしてい
た。（第 14回立法院議会定例会に対する行政主席メッ
セージ 1962年）
琉球の労働人口は当時 40万人であったが，それが
年々約 1万 5000人増加しており，失業状態は完全失
業者が約 6000人，失業率は 1.5％でおおむね良好と
見られていた。しかし，第 1次産業と第 3次産業のな
かに約 5万人の半失業者が存在することを見逃しては
ならない。雇用の拡大は琉球の基本的な課題であり，
その基本的な対策としては，第 1次産業の育成並びに
海外移民及び青少年の本土集団就職の促進と相まっ
て，島内及び外国の民間資本を誘致し，第 2次産業の
積極的育成を図りながら島内における雇用の拡大を目
指していた。
雇用対策については新規産業の育成に伴う雇用の拡
大に対応し，職安機構を強化して求人，求職の結合斡
旋を円滑にし，さらに労働市場の需要に対応する労働
力の技能化を図り，就職の機会を容易にするために職
業補導事業を実施する。さらに，青少年の本土就職に
ついては年間 3000人の送り出しを目標に積極的な活
動を展開し，雇用の量的解決の道をひらく考えであっ
た。
雇用拡大と国際収支の改善のための新規産業の積極
的育成については，年々増加する労働力人口を考慮し
た場合，できる限り工業化を推進することによって積
極的に第 2次産業への雇用吸収を図り，さらにこれに
よる国際収支の改善の効果をあげることが肝要であ
り，このことにより第 1次産業の収容人口が第 2次産
業へも吸収されることになり第 1次産業の労働生産性
の向上が図られることになるとしていた。（第 16回立
法院議会定例会に対する行政主席メッセージ 1964年）
（3）外国人及び本土労働者の導入
沖縄では，1960年代半ばより軍工事を初め民間事
業場での求人難の傾向が現れ始めていた。そのような
なかで非琉球人すなわち外国人及び日本本土の労働者
の雇用が増えていった。ただし外国人及び本土労働者
の雇用は，専門的技術的職業に従事する者を他地域か
ら導入することによって，沖縄における労働者の技能
向上を助ける一方で，沖縄の労働市場を圧迫しないよ
うに調整する必要があることから，琉球政府労働局の
審査を経て許可されていた。1966年中に 657件，2539
人の申請があり，571件，2384人が許可された。期間
延長が認められたものを含めると 3307人の労働者の
雇用がこの年に認められた。国籍別では台湾が過半を
占め，次いで日本，アメリカ，フィリピンが多く，イ
ンド，韓国，イギリスなどが続いていた。職業別に見
ると，技能工，生産工程の職業が 1160人で最も多
く，それ以外では農林業及び類似の職業が 789人，管
理的職業 366人，専門的技術的職業 326人，販売及び
類似の職業 311人などが多かった。とくに女子では農
林業と技能工・生産工程の職業が大半を占め，それぞ
れ 573人，500人となっていた。これは砂糖きびの刈
り入れやパイン缶詰製造などに従事する労働者が多い
ためである。（沖縄県労働史 3巻 168頁）
1969年には，非琉球人の雇用許可申請件数は 1287
件となり，雇用許可人員は 5586人となった。雇用許
可数を職業別に見ると技能工生産工程の職業が 2047
人で全体の 36％強を占め，次いで単純労働の職業が
1357人と 25％弱の高い比重を見せた。前年と比べて
も単純労働の職業が大幅な伸びを示した。一方で農林
業関係の職業や技能工生産工程の職業は減少した。産
業別の雇用許可数は製造業が 2297人と最も多く 41％
となっている。次いで農林業，建設業の順となってい
る。雇用許可状況を国籍別に見ると中国（台湾）の
3960人が 70％と最も多く，次ぎに日本，アメリカ，
フィリピンの順になっている。（職業紹介関係年報 16
頁）
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（4）募集採用の規制と支援
労働者募集の方法は職業安定法の規程により，文書
募集，直接募集，委託募集の方法に区分されていた。
1969年においては，季節的に多量の労務を必要とす
るパイン産業の 13の事業所に，1965人の直接募集が
許可されている。これに対する募集人員は 1193人に
止まった。（職業紹介関係年報 15頁）有料職業紹介事
業は 1969年には，看護婦及び家政婦紹介事業の 3事
業所に職業安定法の規程に基づき，家政婦，看護婦の
2職種について許可されており，求職者は 1268人，
就職延べ数は 1万 4540人を記録した。（職業紹介関係
年報 16頁）
職業安定法の規程に基づて行われる「職業指導」
は，新たに職業に就こうとするもの，その他職業につ
いて特別の指導を必要とする求職者に対して行うもの
で，産業界における雇用の傾向，労働市場の状況等職
業に関する情報及び資料を提供して，職業選択が容易
にできるよう職業に関する知識を授けるものである。
職業指導の対象は，職業経験の少ない新規中学校卒業
者が中心で，全琉の公共職業安定所が 1969年に実施
した職業指導件数は，3250件で前年比 28.2％の増加
を示した。（職業紹介関係年報 10頁）
「職業適性検査」も，職業安定法の規程に基づいて
行われるもので，求職者の個性の理解と職業に関する
性能を把握する上で大いに役立っている。公共職業安
定所の行う職業指導，学校における進路指導，あるい
は事業所における職員の採用及び職場配置等に広く活
用するために，新規学卒者を中心に職業適性検査を実
施している。全琉の公共職業安定所が 1969年に実施
した職業適性検査の被検者数は 4099人であった。（職
業紹介関係年報 11頁）
雇用主関係業務は，安定所業務の周知，求人開拓，
就職後の指導，雇用主懇談会等の一般業務と技術的援
助業務とに分けられる。技術的援助業務についてはほ
とんど実施されていなかった。求職超過といった安定
所の窓口の状況から主として雇用主訪問による求人開
拓が行われた。全琉の公共職業安定所が 1969年に訪
問した事業所の数は延べ 244事業所であった。（職業
紹介関係年報 11頁）
（5）失業対策事業
失業対策事業は，多数の失業者の発生という事態に
対処し，できるだけ多数の失業者をこの事業に吸収
し，一定の職業に就くまでの間，その生活の安定と労
働力の保全を図り，経済の興隆に寄与することを目的
としている。この事業がその目的に沿って効果的に運
営されるために，事業の選定にあたっては一定の要件
を満たすことが求められている。それは，できるだけ
多くの労働者を使用する事業であって，多数の失業の
発生またはそのおそれのある地域で実施し，多様な失
業の状況に応じて多数の失業者を吸収でき，さらに雇
用状況の変化に応じて容易にその規模を変更し，また
停止することが可能なものでなければならない。失業
対策事業の事業主体は琉球政府または市町村公共団体
とされ，後者がこれを実施する場合は政府からの全額
もしくは一部の補助を受けて実施する。
失業対策事業の実効性を確保するため，事業の実施
はすべて行政主席の定める計画手続に従って行われな
ければならない。このため行政主席は全琉球の失業状
況を調査把握し，その結果に基づいて，多数の失業者
が発生，またはその恐れのある地域において失業対策
事業に就労するものを定め，この地域で所要の事業を
実施するための計画を樹立する。そして，この計画に
沿って個々の事業の細目を定め，これを所要の時期に
実施するものとされてる。
失業対策事業に使用される労働者は，公共職業安定
所の紹介する失業者でなければならず，さらに家計の
主たる担当者であって，その世帯状況が生活困窮世帯
であることが要件とされていた。失業対策事業は他に
適職が得られない労働者のために実施される最終的か
つ一時的な雇用機会の提供であり，他に適職があれば
直ちにそれに就くものとされており，一般の賃金額よ
り 1～2割低く賃金が設定されている。また，与えら
れた予算の範囲内でできるだけ多くの失業者を吸収す
るように，労働時間について 8時間労働日の規制を徹
底している。
失業対策事業適格者の推移を見ると，1957年度の
942人から 1960年度の 2506人までは増加傾向にあっ
たが，61年度は 2320人となり，それ以降は毎年 7％
程度の減少を示し 66年度は 1580人となった。この事
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業が開始された当初は予算不足もあって，一人当たり
月間就労日数はわずか 3日に止まっていたが，逐年予
算増が図られ，1959年以降は月間就労日数が 9日と
なり，66年度は 10日まで引き上げられた。1960年度
及び 62年度は台風の被害により多数の失業者の発生
をみたため，米国民政府からの 30万ドルの補助を受
けて，失業対策事業をこれまでの 19市町村から 60市
町村に拡大して実施した。また，1964年度及び 65年
度は 70年来の大干ばつで農産物に多大の被害を受け
失業者が多数発生したため，災害対策費 13万ドルを
上乗せして 33市町村でこれを実施した。（安次 79頁）
2 職業紹介の実態
戦前，日本政府直営の職業紹介所が設立され，それ
が職業指導所となり，さらに戦争の激化に伴い昭和
19年には国民勤労動員署となった。戦後は労務事務
所から職業安定所となった。ここでは，当時の職業紹
介の様子を那覇とコザの職業安定所の第一線業務の描
写から見ておくことにする。
那覇公共職業安定所の1958年の年の瀬，朝7時半，
当直二人の職員の慣れた手さばきで 200人余りの失業
対策労務者を市役所からのトラックて作業現場へと送
り出す。この頃には一般日雇の求職者が 30人ほど受
付台に押しかけ競り合っている。電話による求人申込
を受け継いだ職員が「那覇港湾，労務二人」とコール
すると，窓口は騒然となり，いっせいに求職カードの
手が伸びる。その中からランダムに 2枚が引き抜かれ
仕事の口が決まる。このような荒立たしい競り合いが
何回となく繰り返され，9時までには 30人の口が決
まった。しかし窓口は新たに加わった 20人位の求職
者でまだ賑わっている。
一方で，一般常勤求職者の窓口はとても平静であ
る。二つのベンチには行儀よく 12，3人の男女が並ん
で座っていた。女性が多く，その求人先は軍の家族部
隊のメイドである。女性の場合はおとなしく座ってい
てもほぼ仕事を見つけることができるが，住み込みの
条件を避け通勤を希望するのでうまくいかない。男性
は運転手，事務員，塗装工などはよいが，行政補佐，
計理，ボイラーマン，測量士その他技術を必要とする
求人にはなかなか適格者がいない。黒板には技術者や
特殊な職種の求人が一週間も前から書き込まれたまま
になっている。何らかの技術を身につけていないと，
深刻な就職難には対応が難しい。職安でも求人開拓に
乗り出さなければならないが，少人数でなかなか手が
まわらない。（琉球の労働 6巻 3号 25頁）
コザ公共職業安定所 1958年の末，管内でも軍雇用
は減る一方で，一般の求人も少なく，日雇の決まり口
は合わせて 30人くらいに止まっている。一方，失業
対策労務は 140人平均の多数の送り出しを行ってい
る。また，本土からの青少年に対する求人は著しく増
加しており，日本の岩戸景気の波はここまで押し寄せ
ている。沖縄の本土就職青少年の評判はよく，所長は
管内市町村を駆けめぐり，本土就職に対する啓蒙を図
り希望者を募っている。職員もその手続に多忙であ
る。（琉球の労働 6巻 3号 26頁）
コザ職安は，戦後軍政府の労務出張所として開設さ
れ，1954年の職安法の施行に伴い職業安定所となっ
た。この管内には空軍並びに多数の軍施設があり，こ
の面からの需要が多く，国際労働市場としての性格を
帯びており，特殊な性格の存在である。また，相当広
範囲の土地が軍施設に接収されているため，労働力が
過剰となり，一方で民間の事業所が未だ零細であるた
め失業状態にあるものが多く，これら労務者の労働力
の保全と生計維持のため失業対策事業も実施されてい
る。（琉球の労働 8巻 4号 32頁）
3 新規学卒者の職業紹介
（1）青少年への失業の集中
完全失業者は，収入を目的とする経済活動に従事せ
ず，平常もそのような仕事がなく，かつ求職活動をし
ている者をいう。1954年 12月の労働力調査では，30
歳未満の青少年が 74％を占め，完全失業者の大部分
は青少年である。また，若い年齢層ほど失業率が高
い。地域別ではその 93％までを本島中南部それも那
覇及び真和志で占めており，宮古，八重山では統計上
無視できる程度であるが，半失業者や不完全就業者が
相当いるものと見られている。完全失業者の学歴別の
状況は中学卒が過半数を占め，小学校終了及び不就学
がこれに続いている。高卒の完全失業者のほとんどは
普通高校の卒業者で占められ実業高校卒にはほとんど
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見られない。
失業した青少年の多くは女子なら家事に従事してい
るが，男子はほとんどがなすこともなく徒食している
と見られていた。これらは世帯員であり扶養する立場
にあることは少ないので，琉球において完全失業者の
生活が著しく困難であることは少ない。しかし，青少
年がなすこともなくぶらぶらしているのは好ましいこ
とではなく，将来の産業や文化の担い手としてその就
業を促すことはきわめて大切である。また，完全失業
者の中に実業高校卒が少ないことからして，在学中に
技能を身につけていないことも失業の一因をなしてい
るとも考えられ，職業教育の一層の強化が求められ
た。また，労働局が行っている職業補導事業の拡充強
化などの施策も必要となってくる。（座間味 2頁）
新規学卒者については当時，集中的な労働力の需要
調整が行われていたこともあり，中学卒の場合は 3年
生の 11月には就職の決定を見ており，高卒も 8月中
に採用試験が行われていた。このため，父母も学校も
早期の進路決定が求められており，遅くとも 3年生の
1学期末には確定しておくことが必要であった。この
タイミングを失すると卒業イコール失業となってしま
う。学校から職場への円滑な移行のための指導が現場
には強く求められていた。（白河 2頁）
（2）経済成長と新規学卒者の就職
新規学校卒業者の労働市場については，中学校卒業
者は 1966年を頂点に徐々に減少し，高校への進学率
が年々向上し，高校の新設や産業技術学校の開設によ
り高校卒業者が増加していくものと見られていた。
1963年度の中学校卒業就職者は 7366人，高校卒業就
職者は 3839人であったが，1967年には中卒就職 6015
人に対し高卒就職 5411人となり，その差は著しく縮
んできた。出生率の低下と高校進学率の上昇から中卒
就職者は減少していく傾向にあった。高卒就職者は
1966年と 67年に急激に増加しており，今後，中卒就
職者を上回るものと見られていた。就職者を職業別に
見ると中卒では技能，生産工程従事者が圧倒的に多く
全体の 40％を占めていた。次いで農業，漁業が 25
％，サービス業が 12％の順となっている。高卒で
は，技能工，生産工程従事者が最も多いが，事務従事
者（21％）と専門的技術的従事者（19％）の占める割
合も大きく，ホワイトカラーの職業への就職者も多
かった。農林漁業従事者は 5％と少なく中卒者に多い
のとは対照的であった。しかし，中卒高卒とも農林漁
業に従事するものは著しく減少してきている。また，
高卒も事務従事者は今後，減少が予想され，ブルーカ
ラーの職業が増えていくものと予想されていた。（沖
縄の労働市場 1頁）
（3）進学率の上昇と学卒就職
1969年における中学校卒業者の新規求職申込件数
は 3072人で前年比 1％減，新規求人数は 2771人で 15
％も減少した。求職申込件数は卒業生の減少と進学率
の上昇に伴い年々減っていく傾向にあった。産業別の
求人件数では食料品製造を中心とした製造業が 42％
と最も多く，次いで卸小売，サービス業の順になって
いる。高校卒業者も，1969年には新規の求職申込，
求人数とも大幅な減少を示した。求職倍率は 2.4倍ま
で上昇し，中学校卒業者の求職倍率よりもかなり高く
なった。産業別に新規求人数を見ると卸小売業で 31.4
％と高い割合を示しており，次いで製造業，サービス
業の順となっている。（職業紹介関係年報 9頁）
1969年の新規学卒者の進路では中卒 2万 6011人の
うち 4464人が就職し，高卒 1万 5698人のうち 5691
人が就職した。このうち就職進学者は中卒 574人，高
卒 580人となっている。進学率の上昇に伴い就職率
は，中卒で 17.2％，高卒で 36.3％と低下している。
就職先の産業別の状況を見ると，中卒では製造業
2210人，サービス業 760人，農林業 617人，卸小売
業 327人となっており，高卒では製造業 2347人，卸
小売業 1009人，サービス業 760人，金融保険不動産
業 233人の順となっていた。（県労働史 3巻 378頁）
1970年の新規学卒者に対する職業安定所の職業紹
介では，中卒は新規求職申込件数，求人数ともに減少
の傾向が続いた。求職は前年比 101人減の 88人，求
人は同 315人減の 123人となり，この結果，就職件数
は同 93人減のわずか 23人に止まった。（県労働史 3
巻 494頁）
1971年 3月の新規学卒者は，中卒が 2万 4876人，
高卒が 1万 6276人となった。就職者は中卒 4437人，
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高卒 7060人となっており，前年より中卒で 697人，
高卒で 263人の減少となった。中卒の場合，卒業者自
体がベビーブーム出生者の成長の関係から 1966年を
ピークに減少が続いていたが，進学率が高まりをみせ
ていたことの影響も大きかった。（県労働史 3巻 573
頁）
（4）大学卒の就職
1960年当時の沖縄での大学進学は公費，私費によ
る日本本土諸大学への留学，ガリオア援助によるアメ
リカ各大学への留学制度を初め，地元には政府立の琉
球大学があり，私立でも沖縄短期大学，琉球国際短期
大学，キリスト教学院短期大学があり，これらの学校
への進学の道があった。沖縄での大学への進学者は
7500人に達している。その内訳は日本本土に 3000
人，アメリカに 50人，そして琉球大学 2200人，沖縄
短大 1000人，琉球国際短大 1200人，キリスト教学院
短大 50人となっている。毎年の卒業生は約 1500人程
度でその数も年々増加している。沖縄での大学生増加
の要因としては，戦後の教育制度の改革により大学入
学の機会が増えたこと，教育の必要性とその認識が高
まったこと，経済的なゆとりがでてきたこと，アルバ
イト等により学費を支弁しやすくなったこと，高卒で
の就職が難しく，よりよい就職を希望することなどが
あげられる。
沖縄の発展にとって，これらの人材を活用すること
はきわめて重要であるが，現実には一人一人の就職と
いう問題がある。大学での学問と就職は切り離して考
える課題であるとしても，実際には就職しなければ折
角の技術も知識も活用されないし，社会に対する貢献
も果たせない。大学生として多くの知識人を養成しな
がら，沖縄では職業分野が狭くこれらの人を全員各自
の専門の職業に従事させることが困難となっていた。
大学生の就職難の原因は，社会の需要を遥かに上回る
卒業生の大量生産，職場開拓が不十分なこと，日本の
大学では，大学の職分の一つとされている職業教育の
充実が図られていないこと，大学卒業生自身の職業意
識の希薄さなどが指摘されていた。
琉球大学での職場開拓の実態からすれば，沖縄で大
学生に対する求人が最も多いのは教員で，次ぎに政府
公務員，金融，商社，軍関係などがあげられる。1959
年の例では，求人は沖縄全体で教員が約 300人，政府
公務員，金融，商社，軍関係などで 400人と推定され
ており計 700人となっている。これに対して琉球育英
会の調査では，本土各大学へ進学した者のうち 400人
は沖縄へ帰ると見られている。これに琉球大学卒業生
452人，合計 852人が沖縄に職を求めたことになる。
この結果 152人が失業することになるが，実際には中
小企業，地方公務員，自営業などの分野で一応就職し
ていると見られている。琉球大学の卒業生は比較的よ
い職場に進出し，毎年 100％の就職率を示している。
しかし，大学卒全体の就職は困難になっており，総合
的な職場開拓が必要とされている。
大卒者の就職難は単に大卒にのみ止まらず，玉突き
的に高校卒，中学卒の職場を圧迫し，若年者全体の就
職難をひき起こすことが懸念されていた。採用側とし
ては同じ給料であれば高卒より専門知識を有する大卒
を優先して採用することになる。こうして全体として
労働力の供給の圧力を高め賃金低下と実質的な労働条
件の悪化を招くおそれが指摘されていた。総合的な対
策としては，本土大学への進学者の本土での就職，地
元大学卒業者の本土への送り込み，海外への技術移民
を行って，労働力供給の圧力を低減することなどが考
えられていた。（高山）
4 本土就職
（1）本土就職の端緒
1945年に施政権分離され，米国の統治下に置かれ
て以降，日本本土への渡航が困難となっていたことも
あって，沖縄から本土への就職は行われなくなってい
た。その後，本土との間で一般の人々の渡航が再開さ
れ，本土への就職も可能となった。ただし，1950年
代半ばまでは，私的なルートを通じたものであり，そ
の数はそう多くはなかったと見られている。（県労働
史 3巻 826頁）
戦後の沖縄の人口増加は著しく 1958年の時点で 85
万人に達しており，インフラ整備が遅れていた沖縄で
は深刻な人口問題として認識されていた。人口問題と
関連した雇用問題の解決策として，青少年の本土就職
がにわかにクローズアップされてきた。日本では沖縄
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人特有の素朴さ，勤勉さが雇用者側に評価され，労働
大臣表彰や職場表彰を受ける沖縄青少年も少なくな
かった。しかし，一部には勤労意欲を欠いた者や故郷
を遠く離れた寂しさ，その他周囲の事情から非行に走
り脱落するケースもあり，慎重な配慮が求められてい
た。本土就職は人口問題の解決策としては，多額の資
金が要る海外移民と比べて「金のかからない移民」あ
るいは「雇用移民」といわれて大きな期待がかけられ
ていた。
1957年，琉球政府労働局が重点施策として「一人
でも多くの雇用機会の確保」をあげ就業対策を検討し
ていた頃に，大阪の製パン組合（宮田正作組合長）と
製麺組合から，沖縄の少年を採用したいという申出が
あったことが，本土就職の端緒となった。しかし，琉
球政府には外交権がなかったため米国民政府（US-
CAR）との折衝に約半年を費やすことになり，最初の
本土送り出しが実現したのはその年の暮れであった。
12月に少年 122人が大阪の製パン，製麺組合に雇用
された。翌 1958年には岐阜県郡上蚕糸工場にも女工
として少女達が採用された。しかし，送り出し数は
102人に止まった。1959年には 12月時点で前年の 4
倍にあたる 442人が本土に採用された。
本土からの求人は 1957年 122人，58年 651人，59
年約 1000人と増加の一途を辿っており，1960年春の
新規中学卒業生に対する求人は 2000人を突破した。
これは折からの本土の好景気を反映したものである。
沖縄では 1960年当時，年間約 1万 6000人が中学校を
卒業し，そのうちの 7000人程度が高校に進学し，約
9000人がそのまま社会に送り出されていた。この
9000人のうち，約 5000人は琉球で何とか仕事を見つ
けているが，残りの 4000人は行き場がなく完全失業
者となって，年々累加されてゆき労働力供給の大きな
圧力となっている。このような状況は青少年に好まし
くない影響をもたらしており，沖縄の将来を担う青少
年に就職の機会を与え，希望を持たせることは喫緊の
課題であった。本土就職について，これを政策的に推
進し，充分な準備と対策を施せば，年間に 3000人の
本土送り出しも可能と考えられており，これは当時の
海外移民の数にも匹敵し，しかも資金が要らないこと
から琉球政府の財政負担の面からも，人口問題の解決
策として国策的な事業と考えられる重要性があった。
（白河 2頁）
（2）本土就職の実態
本土に就職した青少年は，雇用面からの供給圧力の
緩和に役立っているだけでなく，金額の多寡は別にし
て仕送りにより実家の経済を助けてもいる。1960年
当時，本土就職をした者の労働条件は，住み込み食事
つきで平均手取り額が当初 3000円（日本円）で，定
期昇給により経験を重ねると 7000円から 8000円とい
う手取りも出てきていた。本土からの送金は，1959
年から正式に許可され，一人当たり 3カ月に 100ドル
と制限されていたが，神奈川県に就職した者について
みると，これまでに既に 24人で 23万 9000円もの送
金をしている。この他に物資の送付も行われているの
で，実質的な親元への援助は小さいものではなかっ
た。さらに大部分の者が職場で 1万円，2万円と貯金
をしており，4万円，5万円と貯蓄し他日に備えてい
る者も珍しくはなかった。
当時の日本における集団就職者は 42万人をこえて
いたが，本土就職した沖縄の青少年も大臣表彰を受け
るなど，その働きぶりや勤勉さが高く評価されてい
た。しかし，数はごく少ないが，夜逃げ，窃盗などを
働き不評を買う者も見受けられたため，送り出し前の
人物選考に特別の配慮を講じて，落伍者を未然に防ぐ
措置をとることにした。労働局の予算や人員にも制限
があるため充分な指導ができなかったことから，政府
首脳に対してもこの面での働きかけを実施した。（白
河 2頁）
1970年代前半，全国平均で集団就職した青少年の
離職率は約 2割といわれていたが，沖縄の本土就職者
の場合，約 25％の者が 1年未満で離職していた。さ
らには，そのような中で，離職した沖縄出身の青少年
が非行に走るケースが目立ち始めていた。琉球政府警
察本部のまとめた資料によれば，1971年の沖縄出身
青少年の本土での非行は，犯罪件数 428件で，殺人未
遂 1件，強盗 8件，婦女暴行 5件，傷害 16件などが
含まれていた。（県労働史 3巻 846頁）
琉球政府労働局職業安定課は 1961年 1月から 6月
までに，本土に就職した者とその事業主を対象として
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アンケート調査を実施している。就職者を対象とした
調査では，調査対象人員 1153人のうち 325人から回
答が得られた。この調査によると，本土就職をしてよ
かったと回答した者が 176人にのぼり，職場の環境が
楽しいと答えた者も 88人おり，監督者の態度が親切
だとする者も 142人いた。同僚との関係も 127人がう
まくいっていると答えている。一方で，沖縄出身者と
して差別されていると答えた者が 68人おり，残業が
毎日あるとする者も 77人いた。学校への通学ができ
る者は 20人に止まり，通学できないと答えた者は 169
人もあった。事業主を対象とした調査では 155件の回
答があり，本土就職者の長所として誠実勤勉であるこ
とを回答したものが 44件あった。事業主側からの要
望としては，送り出し前に就職の意思を確認してほし
いとするものが 7件あった。本土就職後の転退職の事
例として縁故者（友人関係を含む）によって引き抜か
れてしまうケースも相当あることが指摘されていた。
（琉球の労働 8巻 1号 38頁）
琉球政府は東京と大阪にこの関係の専門担当者を 2
名駐在させ，その下に非常勤職員を配置し，これら青
少年のアフターケアや苦情の処理などにあたらせ，本
土で親代わりとなって世話をする体勢を整えており，
地元県人会の協力により，沖縄出身の青少年の組織化
も進められた。（白河 2頁）
一方，事前に提示された労働条件とは違っていて，
なかには労基法違反の事例があったことや，沖縄出身
の本土就職者に対する差別的な言動や，前近代的な労
務管理などが原因となって，本土就職者の集団離職に
つながる事態も見られた。尼崎の紡績工場に就職した
女子労働者が，一月の残業が 200時間をこえるような
労働に従事させられ，深夜勤務では職制が会社の前で
監視し，労働基準監督署の立入検査があればすぐに電
気を消して別室に隠れるように言いつけられるなどの
状況の下で働かされていることについて，沖縄県人会
兵庫県本部に訴えて問題となった事例がある（琉球新
報 1968年 7月 28日）。また，名古屋の鉄鋼所に就職
した 14人の沖縄出身者に対して，雇用者が渡航身分
証明書を取り上げて管理したことについて，人権侵害
だと抗議して就職者のほとんどが離職した事例もある
（琉球新報 1968年 9月 28日）。さらに，加古川の製麻
工場に就職した沖縄出身の女子労働者が，パスポート
を取り上げられている，時間外勤務などで勉強の余裕
がない，工場の衛生状態が非常に悪い，短大に通うス
クールバスがない，通学距離が遠い，食事がまずいな
ど，採用前の説明と異なることを理由に，サボター
ジュに入り，琉球政府大阪事務所が事情聴取を行った
例などがある（琉球新報 1968年 6月 3日）。
（3）本土職業紹介の促進
青少年の本土就職は，沖縄における労働力の供給圧
力を低減することにより失業を減らし，雇用失業対策
関連の政府財政の負担を軽減することができることか
ら，優先的な施策となるべきであるが，政府予算に占
める比重はきわめて低い状況に止まっていた。中学を
卒業後，進学をせずに社会に出て行く子どもの家庭は
一般に経済基盤が弱く，子沢山で貧困な世帯が多かっ
た。就職者の本土までの旅費は事業主が負担している
が，それ以外にも出発にあたっては何かと費用がかか
り，船舶や列車のなかでの小遣い銭も要る。この支度
金が作れないために決まっていた本土就職を取り消す
ケースもあり，政府でもこのための支度金貸付制度を
つくり，短期の据置き期間を設けて就職後に月賦返済
する方法を講じることが求められていた。（白河 2頁）
沖縄における高卒とくに普通科卒の就職問題は
1960年当時，非常に困難な壁に突き当たっていた。
高卒の場合，試験採用の制度がとられており，沖縄か
ら本土に就職しようとする場合，旅費を負担して日本
まで出かけ学科試験を受け，これに合格した者がさら
に面接試験を受けて採用が決まるため，多額の旅費，
宿泊費が掛かり，しかも必ず採用されるという保障も
ない。さらに高卒の職場はほとんどが通勤となってい
るため住居の問題も解決しなければならず，アパート
に入るために数万円も用意する必要があった。このよ
うな悪条件が重なり合って，高卒の本土就職はその必
要性がきわめて高いのにも関わらず非常に困難であっ
た。このため琉球政府には，東京，大阪，名古屋，神
奈川といった需要の大きい都市に沖縄出身者のための
通勤用の寮を建設し，住居の問題を解決して高卒者の
本土就職を可能にすることが求められた。他県でもこ
のような取組みが既に行われていた。（白河 2頁）
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当時の日本では，中学卒業生の就職に熱心で，教員
の熱の入れ方も職安の職員をしのぐほどであり，就職
シーズン中の 3月末から 4月にかけて，教員の引率す
る集団就職専用の列車が何本も運行されていた。沖縄
の 2倍の人口を持つ鹿児島県でも，年々 1万人を超す
中学卒業生を他県に送り出しており，教師たちも夏休
みを利用して職場開拓や就職後の指導に積極的に関与
していた。（白河 2頁）
1967年の公共職業安定所を通じた本土就職者は，
前年より 1241人増加し 4040人となった。求人数は 2
万 7736人と前年よりも 1万人以上も増えたことが背
景にある。本土就職者は産業別に見ると，繊維関係を
中心とした製造業が全体の 9割近い 3607人を数えて
いた。ただし，このうちの 743人は雇用期間が 4～6
カ月の臨時工であり，農閑期を利用した就職者であっ
た。次いで運輸通信，サービス，卸小売建設などの業
主に就いていた。中卒，高卒，一般の区分で本土就職
の状況を見ると，それぞれ 1106人，582人，2352人
であった。（県労働史 3巻 232頁）
一般職業紹介，新規学卒者の職業紹介でも本土就職
は増加傾向にあり，1968年度は 4747人が就職してい
た。しかし琉球政府出入域管理庁の統計によれば
1968年中に就職の目的で出域したものは 1万 6731人
を記録しており，そのすべてが実際に就職したわけで
はないとしても，職業安定所の紹介以外のルートで本
土に就職するものも相当数にのぼっていた。（県労働
史 3巻 291頁）
1969年は本土就職者数が大幅に伸び，本土からの
求人は前年比 58％増の 7万 1945人に達し，就職者数
も 8272人と 74％もの伸びを示した。そのうち中卒は
1501人，高卒が 2108人となり，中卒より高卒が多数
となったことが注目された。中学卒業者の減少や進学
率の上昇という状況と，それを受けて企業側も求人の
対象を中卒から高卒へ転換しつつあったことが背景と
なっている。職業安定所の窓口を通さない本土就職も
相当数行われており，これらを含めれば，この年の本
土就職は 1万人を突破していたと推定される。本土の
製造業などの業績が好調なのを反映して，求人が伸び
ていたことにもよるが，学卒初任給について本土を
100とした場合，沖縄では中卒 79.6，高卒 84.7にみら
れるように本土との労働条件の格差が大きいこと，沖
縄の労働市場が学卒者を全部吸収するほどではないこ
と，本土への憧れなどが作用していると見られた。
（県労働史 3巻 379頁）
（4）本土就職の急増
本土就職については，就職者のうち一般が中卒者，
高卒者の合計よりも多く，全体の 58％強を占めてい
る。この傾向は 1966年度から目立つようになってき
たが，これまで新卒者のみで充足できていた求人が，
日本本土の労働市場の逼迫により，一般に広げてもな
お充足できなくなっている現象を反映している。中学
校卒は前年より男女とも減少しているが，高卒の就職
者は前年より大幅に増え，とくに女子の増え方が著し
かった。島内就職者に対する雇用の機会が少ない関係
から島外（本土）就職者が年々増加していた。（学校
基本調査・琉球政府）
1966年 4月当時の日本本土からの求人は中卒 5933
人，高卒 1387人，一般 1978人，合計 9298人となっ
ており中卒求人が圧倒的に多い。これは本土における
若年労働力の不足を反映したものである。このうち女
子に対する求人は 7309人に達している。一方，本土
就職の送り出し状況は中卒 1113人，高卒 305人，一
般 315人，合計 1733人と低位に止まっている。これ
は高校，大学等への進学率が高まってきたことと，本
土就職への父母の理解が不足していることが指摘され
ていた。（琉球の労働 12巻 3・4号 65頁）
本土就職者は 1967年には 2万 7736人の求人に対
し，4040人が就職し充足率は 14.6％となった。就職
者の 9割までが愛知，東京，大阪を中心とした日本の
三大工業地域に集中している。また全体の 37％にあ
たる 1519人が東海地方に就職した。産業別には繊維
工業を中心とした製造業に 90％近くが集中してい
る。製造業への就職者の 2割にあたる 743人は雇用期
間が 4カ月から 6カ月の臨時工で，農閑期を利用して
の就職者の増加が目立った。職業別の就職状況では，
技能工，生産工程の職業が 3536人（88.3％）と最も
多く，次いで単純労働の職業 232人，専門的技術的職
業 75人，販売及び類似の職業が 63人となっている。
最も多い技能，生産工程では製糸紡績の職業が 1771
88
人（中卒 746人，高卒 234人）で，女子就職者の大半
を占めていた。電気機械機具組立修理の職業は 366人
（うち中卒98人，高卒65人）で弱電関係が主である。
輸送機械組立修理の職業は一般の男子が主で，臨時工
がほとんどである。飲食料品製造の職業は 269人で一
般の就職者が多く，とくに農閑期を利用した臨時工が
主である。（沖縄の労働市場 1頁）
求人及び求職者数は年々増加の傾向をたどり，一方
で求人充足率は低下傾向を示した。1969年の求人数
は 7万 1945人で前年比 58.3％の増加となった。就職
者数は 1967年が 4040人，68年が 4747人，69年が
8272人と大幅な増加で推移してきた。しかし，求人
充足率は 1969年で 11.5％と低い比率となっている。
（職業紹介関係年報 11頁）
1969年の本土からの学卒別の求人数では中卒が 1
万 1615人，高卒が 1万 1925人，一般は 4万 8405人
となり，中卒求人数の伸びが僅かであったのに対し，
高卒求人数は大幅な増加を示し，この年初めて，中卒
求人数を上回り，高卒への求人が殺到した。（職業紹
介関係年報 12頁）本土への 1969年の学卒別就職者数
は中卒 1501人，高卒 2108人，一般 4663人で前年比
大幅な伸びを見せているが，なかでも高卒就職者が中
卒を大きく上回り高い比率を占めることになった。
（職業紹介関係年報 13頁）
本土からの求人を地域別に見ると 1969年は東京，
神奈川を中心とする南関東の2万3100人が最も多く，
次ぎに愛知，岐阜を中心とした東海が 2万 2895人，
大阪を中心とする京阪神の 1万 8825人の順となって
いる。また中卒は愛知を中心とする東海が 4227人と
最も多く，高卒では東京を中心とする南関東が 5180
人と高くなっている。本土への就職者を地域別に見る
と，求人数と同様に南関東地域が 3914人と最も高
く，続いて東海地域の 1993人，京阪神地域の 1732人
の順となっている。（職業紹介関係年報 14頁）
1970年の本土からの求人数は初めて 10万人を突破
し，11万 8432人となった。これは前年比 4万 6490
人も増えていた。就職件数でも，この年初めて 1万人
を超え，前年比 2662人増加して，1万 934人となっ
ていた。求人では一般が7万5393人ともっとも多く，
次いで高卒が 2万 6960人，中卒 1万 6082人となって
いた。大幅な伸びを示したのは高卒の求人で，前年よ
り 1万 5035人，126％もの増加を示した。就職でも
前年より 1723人増えて，3831人となった。（県労働
史 3巻 495頁）
これまで大幅な増加を続けてきた本土への職業紹介
取扱状況は，1971年に入り求人者数，求職者数及び
就職者数が揃って減少するという変化をみせた。求人
減の理由は，アメリカのドル防衛策が本土企業に与え
たドルショックの影響による求人取消しや手控えなど
であった。（県労働史 3巻 593頁）
（5）本土就職者に対する支援
年少の中学卒業生にとって，本土の就職先は不安に
満ちた未知の世界である。このような世界に子どもた
ちを手放しで放り出すことは将来に禍根を残し，職場
での定着にも大きく影響する。このため，移民に対し
て政府が行っている事前訓練と同様に，送り出し前の
訓練が必要となる。本土就職予定者のための合宿訓練
の施設を設け，計画的な職業指導を実施することも求
められた。（白河 2頁）
就労先の地方公共団体や沖縄県人会なども本土就職
者の保護にあたっていた。沖縄からの本土就職者を多
数受け入れていた大阪府では，「職業適応指導里親制
度」を設けて，就職してきた青少年の相談に応じる体
勢を作るとともに，大阪府沖縄県人会では慰安会の開
催などを通じて，本土就職者の定着に努めた。他の本
土就職者の多い地域でも同様の取組みがなされた。
（県労働史 3巻 826頁）
本土就職者が本土への就職を希望した理由として
は，「本土で働きたかった」，「働きながら学校に行け
るので」，などが多かった。また，4人に 3人がいず
れは郷里に帰ることを考えていた。実際に働きながら
学校に通っていても，その肉体的，精神的な負担は大
きく，学費の捻出や授業についてゆくこと，また勤務
先がよく思っていないことなど，困難は少なくなかっ
た。労働条件なども，求人の説明と実際とで異なって
いることが，しばしば問題となっており，実に半数が
条件の相違を指摘していた。また，沖縄とは違う本土
の環境に適応できないという悩みを抱えることも少な
くなかった。言葉の違い，慣習の違いが大きく周囲に
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溶け込むことが容易ではなかった。食事一つをとって
も，本土の食事は，甘すぎたり，あっさりしすぎた
り，油気が足りなかったりと，本土就職者には口に合
わないことが多かった。一方で，本土の日本人の沖縄
人に対する無理解や差別にも本土就職者は直面した。
本土就職者の多くがこのことを指摘しており，不愉快
な思いをした者も少なくはなかった。技術の修得や働
きながらの勉学などの希望をもって本土就職を果たし
た青少年たちではあるが，実際の職場では労働条件の
違いなどの問題にぶつかり，また職場の人間関係や仕
事内容，本土と沖縄の文化や環境の違い，本土の日本
人に対する無理解などに起因する悩みを抱えることも
多かった。（県労働史 3巻 837頁）
就職希望者に対しては，各学校の教職員による指導
が実施された他，本土就職の予定者に対する訓練も実
施された。訓練は，各教育委員会，職業安定所の主催
で 3日間程度の合宿よって行われた。例えば，1968
年 12月に宮古連合区教育委員会と宮古職業安定所の
共催で行われたものの場合，3日間のスケジュールで
行われ，6時起床，9時までに朝食，体操，清掃など
を済ませた後，9時 30分から 5時半まで，食事の作
法，自己紹介の仕方，会話の態度，言葉づかい，挨
拶，電話のかけ方，手紙，電報文の書き方，取り扱い
方など日常生活のマナーを初め，沖縄の労働事情，労
働基準法，郷土の教育，文化，産業，経済などについ
ての講義などが行われた。（県労働史 3巻 826頁）
（6）本土就職の社会的影響
1960年代以降の本土就職者の急増は，沖縄の社会
や就労地においても様々な社会的影響を及ぼした。最
も端的な影響としては人口の減少があげられる。1969
年以降は 2年連続して人口が減少しており，適切な産
業開発振興を図らなければ人口流出が加速し，沖縄全
体の過疎化が懸念された。かつて過剰人口の解消を狙
いとして始まった本土就職であるが，いささか皮肉な
事態に直面することになった。1972年以降は再び人
口は増加に転ずるが，本島北部や離島などではその後
も人口の減少がつづき，農業労働力の不足を来してい
た。（県労働史 3巻 843頁）
日本本土の事業主が，琉球地域から従業員を募集す
る場合，募集地を沖縄と指定して所轄の職業安定所に
求人申込をし，求人票を提出すれば，求人票は都道府
県庁を経て琉球政府労働局に送付されてくる。労働局
で受理された求人票は各地の職業安定所に配布され，
求職者と結びつけ，応募書類は所轄の職業安定所を通
じて事業主に送付される。事業主の採否通知により採
用を確認し赴任させることになる。連絡求人の内容及
び労働条件の説明及び選考のため事業主が琉球に入域
する場合，琉球政府労働局長の身元引き受けを申請す
るための手続が必要になる。申請書類は琉球政府の出
先機関である東京事務所，大阪事務所を経由して労働
局長に送付される。事業主は入域後，速やかに旅行日
程を労働局長に提出し，その面接を受けて求人業務を
開始することになる。本土への就職決定者は日本政府
労働省と日本交通公社が行う年間の計画輸送に基づい
て学卒，一般ともに各職場に赴任させることになって
おり，琉球政府労働局職員による引継ぎ場所は関東の
場合は東京港晴海ふ頭，関西は神戸港となっていた。
（沖縄の労働市場 1頁）
1960年代後半には，人手不足の深刻化から本土企
業のあいだで沖縄からの就職者の獲得競争が過熱化
し，「私設職安」と呼ばれた詐欺まがいの団体，「もぐ
り求人」などが横行し，あるいは本土企業が沖縄の関
係者と情実関係を通じて，青田刈りを行うというケー
スが目立ち始めていた。「私設職安」とは，沖縄出身
本土就職者の定着指導を行い，一般教養を修得させ，
親睦と発展を図ることを目的として，日本政府労働
省，琉球政府及び関係官庁，団体との業務折衝と事務
代行を行うとして，本土中小企業から入会金を集めて
いた団体などの事例である。また，東京に事務所を置
く団体が，沖縄からの集団就職者の定着指導の名目
で，沖縄の中学校の進路指導担当の教職員を本土旅行
に招待し，青田刈りを目的にしているのではないかと
疑われ，問題となった例もあった。「もぐり求人」の
例としては，本土の印刷会社が労働局の許可を得てい
ないにも関わらず，別の会社の名刺を使って「許可を
得ている」と偽って沖縄で求人活動を行い，職業安定
法違反で検挙されている。（沖縄タイムス 1970年 9月
17日）
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5 軍離職者対策
1971年における労働行政では，米国国防予算の削
減に伴う米軍従業員の大量解雇や，本土復帰に伴う合
理化や新規採用の手控えに対応して，職業安定行政の
強化が大きな課題となっていた。（県労働史 3巻 586
頁）
（1）軍離職者の実態
陸，海，空，マリンの四軍合同労働委員会が 1969
年 12月に軍雇用員の大量解雇計画を発表した翌日，
合計 426名の第 1次解雇予定者に解雇通告が行われ
た。琉球政府労働局はこれらの解雇予定者に対する対
策を講ずるための基礎資料を得るためにアンケートに
よる意向調査を実施した。この調査は第 1次解雇予定
者を対象に実施し，317人から回答が得られた。その
結果からは以下のような解雇予定者のプロフィールが
明らかになった。
解雇者の 63％は世帯主であり，66％以上が 5人以
上の家族持ちであった。その職種は 75種にも及び，
労務者が 54人と最も多く，事務員 25人，洗濯婦 16
人，以下建築検査，警備，大工，給仕の順となってい
る。解雇者の 6割近くが 20～40歳の青年・壮年の層
に集中している。解雇者の 98％は再就職や自営業を
希望している。解雇者のうち 147名が何らかの資格，
免許を取得所持している。解雇者の再就職希望職種は
46種にも及び，一般労務や事務系を中心に希望して
いる。職業訓練の希望状況は，30職種にわたって 204
名がこれを希望していた。（琉球の労働 16巻 1号 17
頁）
米軍人，軍属等に雇用され，アメリカ人家庭，兵舎
で家事的労働に従事しているメイドについては，米国
民政府との雇用関係はなく，軍関係離職者等特別措置
法の適用外に置かれていた。琉球政府労働局婦人少年
課の行った調査では，将来メイドの仕事がなくなった
場合の再就職の希望について，82.4％が再就職を希望
しており，これを勤務地別に見ると部隊内，部隊外の
別でそれほど変化は見られないが，雇用形態が不安定
であるほど転職の意思が強い傾向が見られた。他の仕
事に替わるための職業訓練の受講希望についても 44.8
％と半数近くが希望していた。（県労働史 3巻 577頁）
沖縄の米軍基地は，基地の中に沖縄があるという印
象を持たれるほど巨大で濃密な施設として存在してき
た。このため基地に関連または依存して生活する住民
が大変に多く，基地予算の削減，部隊の縮小は，単に
軍雇用員の問題にとどまらず，多くの基地に関連また
は依存して暮らす人々にも波及する問題である。政府
は軍雇用員の離職者対策だけでなく，基地依存度の高
い事業に雇用されている者が，基地の変動により離職
を余儀なくされる場合にも，総合的な見地からの施策
の必要性を認識しており，行政主席を本部長とし，副
主席を副本部長，各局長を本部委員とする離職者総合
対策本部を設置した。離職者総合本部は離職者等総合
対策要項に基づいて諸施策を講ずることになった。
（琉球の労働 16巻 1号 3頁）
（2）継続的な離職者対策
継続的な軍関係離職者対策としては以下の 8項目が
あげられている。①日本政府援助による総合職業訓練
所を設置し，離職者を対象とした特別訓練コースを設
け，再就職の促進を図る。②経済開発計画の策定を急
ぎ，優良外国資本，先進産業の誘致を促し，雇用効果
を高める。③日本政府の援助による公共投資，融資を
促進し，経済基盤の確立を通じて，経済活動を活発化
し，雇用効果を高める。④軍雇用員の一部は兼業農家
であることと，農村における労働力の不足傾向がみら
れるようになって来ていることから，必要に応じて帰
農を促し，あわせて農業生産性の向上を図るととも
に，軍用地の開放を要請する。⑤多額になっている労
働保険積立金の活用により，中小企業の育成策を増強
し，中小企業での離職者の雇用吸収能力を培う。⑥軍
関係離職者のうち自営業の開業資金の貸付を希望する
ものに対して積極的に資金の融資斡旋を行う。⑦軍関
係離職者の福祉対策を推進し，離職者対策を強化する
拠点として離職者センターを日本政府の援助を受けて
設置する。⑧軍雇用員を間接雇用方式に切り替え，民
労働法の適用がなされるように米国民政府，日本政府
に働きかけを行う。（琉球の労働 16巻 1号 1頁）
（3）離職者等総合対策要項
離職者総合対策本部が策定した「離職者等総合対策
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要項」には，各主管部が中心になって直ちに実施すべ
き対策事項として，①経済開発計画との総合調整，②
予算措置，財政投融資，金融措置，③軍用地の開放と
不用施設等の転用，④離職者の租税上の措置，企業の
税制措置，⑤農業就業構造の改善と専業農家の育成，
営農対策の強化，⑥漁業関係への軍離職者の吸収，漁
業経営希望者に対する支援措置，漁船員の養成，⑦企
業の育成，外資誘致，新規産業の開発，⑧陸運業及び
海運業における軍離職者の吸収措置，⑨産業基盤の整
備，生活環境施設の整備，⑩失業保険給付体制の強
化，⑪世帯更生資金，母子福祉資金の積極的活用，離
職者に対する再就職の際の無料健康診断の措置，必要
な場合には生活保護の面からの措置，⑫就職の促進，
⑬職業訓練の強化，⑭職業教育，産業教育の振興，⑮
一般就職希望者及び新規学卒者の就職希望状況調査を
行い労働力需給調整と就職促進に備えること，⑯軍雇
用員の間接雇用への移行による民労働法の適用，など
の施策が盛られていた。（琉球の労働 16巻 1号 3頁）
1972年に予定されている本土復帰をひかえて，経
済界では復帰の過程で予想される経済変動や先行きの
不安等から生産投資を抑制し，新規の労働者の採用も
極力おさえる方針をとっており，軍離職者の再就職や
新規学卒者の就職を含めた雇用状勢は一層厳しくなる
ものと見られていた。琉球政府は基本的には基地経済
から脱却して自律的な平和経済へと移行し，本土復帰
体制を確立するなかで，これらの諸問題を抜本的に解
決する方針であるが，雇用状勢の急激な変化をはじめ
とした諸情勢の急展開に対応するため，全行政機能を
結集して，当面の最重要課題を速やかに解決するため
の具体的かつ現実的な諸施策を講ずるとしていた。
（琉球の労働 16巻 1号 3頁）
結 び
本稿では，米国統治下の沖縄における雇用保障シス
テムの一環としての職業紹介制度の形成過程を，その
社会経済的な背景から検討を進め，それが果たしてき
た機能を明らかにしてきた。当時の琉球の労働事情は
多分に国際性を帯びており，労働の分野に生起する一
連の課題に対して，現実に則して可能な限り民主的か
つ能率的に処理し，その合理的な解決を図りながら，
経済の興隆と民生の安定に寄与するよう労働行政を推
進する必要があった。この労働行政の一つに職業の紹
介，指導，補導その他労働需給の調整に関する事項が
ある。この機能を最も有効に発揮させるための職業安
定行政が計画的に展開されていた。
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